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少 子 化 の 現 状 等

【資料１－１】



１　出生
(1)　合計特殊出生率と出生数

※都道府県別の合計特殊出生率

（

資料：人口動態統計，国勢調査

資料　国勢調査

平成29年　①沖縄県(1.94)　②宮崎県(1.73)　③島根県(1.72)　③長崎県(1.70)　⑤鹿児島県(1.69)
　　　　　　　⑥熊本県(1.67)　⑦鳥取県(1.66)　⑧香川県(1.65)　⑨佐賀県(1.64)

平 成 30 年 6 月 2 日

子 育 て 支 援 課

平成29年

1.69（0.01）

13,208人（▲480人）

鹿児島県

1.68

13,688人

少 子 化 の 現 状

1.43(▲0.01)

946,060人(▲30,919人)

合計特殊出生率

出生数

平成28年

全国

平成28年

1.44

976,979人

平成29年

平成28年　①沖縄県(1.95)　②島根県(1.75)　③長崎県(1.71)　③宮崎県(1.71)　⑤鹿児島県(1.68)
　　　　　　　⑥熊本県(1.66)　⑦福井県(1.65)　⑦大分県(1.65)　⑨香川県(1.64)
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(2) 鹿児島県の年齢３区分別人口割合の推移
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合計特殊出生率（県）

合計特殊出生率（全国）

全国ベースでは，０．０１下降

本県は，全国で５位 （昨年５位）
（１位：沖縄県，２位：宮崎県，３位：島根県，４位：長崎県，
５位：鹿児島県，６位：熊本県，７位：鳥取県，８位：香川県，
９位：佐賀県，10位：福井県)
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２　未婚化・晩婚化の進行
(1) 平成29年人口動態統計(平成２９年は概数）

資料：人口動態統計

(2)

(3) 未婚化・晩婚化・晩産化に関する統計データ

（注）資料：国勢調査，人口動態統計

(4)　年収別，就労形態別既婚者の割合

資料：労働政策研究・研修機構　「若年者の就労状況・キャリア・職業能力開発の現状②－平成24年版「就業構造基本調査」より
　注：２５歳～２９歳の800～899万円の集計区分については，標本数が少なく割合が算出できない。
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３　結婚をめぐる意識
（１）全国の状況（出典：平成30年版少子化社会対策白書）



（２）本県の状況

（出典：少子化対策に関する県民意識調査報告書[平成27年3月]）

①【問２７】結婚願望

「結婚したい」と回答した割合が，一般県民全体では，約５割であったが，

大学生，２０代，３０代では約７割となっている。

(単位：％)

区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代

結婚したい ５４．８ ７０．２ ７３．６ ７６．６

（７０．６）

一生結婚する １７．４ ３．５ １３．２ ２．１

つもりはない （４．６）

※40代までの「結婚したい」割合は，７０．３％，

「一生結婚するつもりはない」割合は，６．３％

②【問２６】独身でいる理由（一般県民のみ：各年代の上位３項目まで）

「適当な相手にまだめぐり会わないから」と回答した割合が，一般県民全体

では，約３割であったが，２０代，３０代では６割以上となっている。

(単位：％)

区 分 一般県民(18歳以上全体 )

うち20代 うち30代

適当な相手にまだめぐり ２７．４ ６１．４ ７６．３

会わないから （１７．７）

独身の自由さや気楽さを １１．４ ４．９ ２６．３

失いたくないから （ ８．０）

今は仕事（または学業） １１．０ ３６．８ ２３．７

に打ち込みたいから （１６．２）

結婚するにはまだ若すぎ ７．５ ２６．３ ０

るから （１７．７）
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②理想の子どもの数を持たない理由について
全国の状況（出典：平成30年版少子化社会対策白書）

本県の状況（出典：少子化対策に関する県民意識調査報告書［平成27年3月］）
【質問３】子どもの理想の数と予定している数の差の理由（一般県民）

子育て世代である２０代，３０代では，「収入に対して，子育てや教育にお
金がかかりすぎるから」が最も多かった。

（単位：％）
区 分 一般県民(18歳以上全体 )

うち20代 うち30代
収入に対して，子育てや教育にお ２９．６ ７１．４ ５８．７
金がかかりすぎるから （２６．７）
健康上の理由から ９．４ １４．３ ９．３

（７．３）
自分の仕事（勤めや家業）に差し ９．０ ２８．６ １０．７
支えるから （７．７）
欲しいけれどもできないから ８．２ ０ ２１．３

（９．５）
高年齢で産むのはいやだから ８．０ ９．５ ２２．７

（９．０）
※（ ）内は，前回（H21年度）調査結果
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４　理想の子どもの数を持たない理由について
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５　仕事と子育ての両立について

　⑴　末子妊娠・出産を機に仕事を退職した理由について
　　　全国の状況（出典：平成30年版少子化社会対策白書）



 男性の家事・育児参画について
① 男女別家事関連時間（家事，介護・看護，育児，買物）の推移（全国の状況）
（出典：平成２８年社会生活基本調査，生活時間に関する結果）

② 男性の家事・育児時間について（全国の状況）
※ 行動の種類別総平均時間－週全体，６歳未満の子供がいる世帯の夫

（出典：平成２８年社会生活基本調査，生活時間に関する結果）
（上位１０都県と本県のみ抜粋）

③ 男性の家事・育児参画に必要なことについて（本県の状況）
（出典：少子化対策に関する県民意識調査報告書［平成27年3月］）
【質問４】男性の積極的な子育て参加のために必要なこと（上位３項目まで）

一般県民全体，２０代，３０代では，「家事や育児は女性の役割だという固
定的な考えを改めること」が最も多かったが，大学生では，「労働時間短縮や
休暇制度を普及させること」が最も多かった。

（単位：％）
区 分 一般県民(18歳以上全体 ) 大学生

うち20代 うち30代
家事や育児は女性の役割 ２４．７ ６０．８ ５７．７ ２１．９
だという固定的な考えを （２５．０）
改めること
夫婦ともに家事や育児の ２２．２ ５５．９ ４４．３ １８．８
責任を担い，協力して行 （２３．３）
うこと
労働時間短縮や休暇制度 １７．０ ５７．８ ４１．８ ２３．６
を普及させること （１４．５）
※（ ）内は，前回（H21年度）調査結果

都道府県 家　事 育　児 買い物 合計 順位
全　　国 17 49 16 82 -
東 京 都 29 80 12 121 1
群 馬 県 18 64 20 102 2
山 口 県 10 71 19 100 3
岩 手 県 31 45 23 99 4
沖 縄 県 18 65 16 99 4
栃 木 県 17 57 19 93 6
広 島 県 22 45 23 90 7
佐 賀 県 33 39 18 90 7
秋 田 県 17 55 17 89 9
徳 島 県 12 62 13 87 10
鹿児島県 13 32 18 63 40

総平均時間 (分)
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平成30年度男女共同参画白書

1

女性の就業率と合計特殊出生率
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本県における少子化の課題と対策

１ 課題

(1) 未婚化・晩婚化の進行

少子化の原因の一つとして，未婚化・晩婚化があげられるが，本

県における2016（平成29）年の男性の初婚年齢は，男性30.3歳，

女性29.1歳と，36年間で男性が3.3歳，女性が3.9歳ずつ上昇して

いる。また，2015（平成27）年の生涯未婚率は，男性22.6％，女

性14.7％と前回調査の2010（平成22）年と比較して，男性2.2％,

女性4.1％に上昇するなど，未婚化・晩婚化が進行している状況で

ある。

(2) 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備

核家族化等の進展により，妊娠・出産，子育てに係る妊産婦等の

不安や負担が増加している。

(3) 仕事と子育ての両立支援

就労の継続を希望しながらも，仕事と子育ての両立が困難である

との理由から結婚・出産を機に退職する女性が少なからず存在し

ている。理想の子ども数を持たない理由として，経済的な理由や，

仕事との両立が困難であるなどの理由が挙げられていることから，

仕事と子育ての両立を支援する対策が必要である。

(4) 地域における子育ての支援

核家族化の進展，地域のつながりの希薄化などにより，祖父母や

近隣の住民等からの助言，支援や協力を得ることが困難な状況が

あるため，家族や地域の状況に対応した子育て支援が必要である。

２ 今後の対策

(1) 総合的な結婚支援の推進

・ 「かごしま出会いサポートセンター」の開設による出会いの機

会の創出

・ 「かごしま出会いサポート連絡会議」の設置による行政，企業

各種団体との結婚支援の連携

・ 婚活サポーターの委嘱及び育成
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(2) 健やかな妊娠・出産への支援

・ 社会全体で妊娠・出産を温かく支える気運の醸成（「ウエルカ

ムベビープロジェクト」の実施など）

・ 妊婦検診や特定不妊治療などに対する助成等，妊娠・出産に係

る経済的負担の軽減

・ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を実施する子育

て世代包括支援センター等の設置促進

・ 各地域における周産期医療や小児医療の提供体制の確保

(3) 社会全体で子育てを応援する気運の醸成

・ 「育児の日」の普及促進や「かごしま子育て支援パスポート」

事業の拡充

・ 認定こども園や放課後児童クラブなどの整備促進や，保育士等

の人材確保による，待機児童解消の促進

・ 積極的な男性の家事・育児参画等の機運醸成を図るための情報

の提供

・ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

(4) 地域における子育ての支援

・ 保育所や放課後児童クラブなどの整備促進や，保育士等の人材

確保による，待機児童解消の促進

・ 地域の身近な場所での相談機能を有する地域子育て支援拠点の

設置促進

・ 延長保育や病児保育，ファミリーサポートセンターなど，子育

て世帯が利用できる多様な保育サービスの充実に向けた市町村の

取組への促進

(5) 子育て支援施策の着実な推進

・ 「県子ども・子育て支援会議」の意見等を踏まえながら，「か

ごしま子ども未来プラン2015」に基づく各般の支援施策の着実な

推進
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